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第１章：はじめに 

1-1. 作成の趣旨 

地域の公共交通は、都民の日常生活及び社会生活の確保、活発な地域間交流を実現し、都

民生活の安定向上及び地域経済の健全な発展を図るために欠くことができないものであり、

将来にわたってその機能が十分に確保されることが必要である。 

あわせて、世界的な潮流である、脱炭素社会の実現に向けた施策の加速、人間中心の都市

空間の構築、都市活力の維持・向上といった社会的な課題の解決に公共交通の側面から貢献

していくとともに、自動運転技術の進展や、新たなモビリティサービス、新技術の社会実装

などの技術的な動向も踏まえて、交通政策を実施していくことが重要である。 

都の上位計画である「『未来の東京』戦略」、「都市計画区域マスタープラン」や「都市づ

くりのグランドデザイン」で掲げた目指すべき都市像の実現や運転免許証返納者増加への

対応など、公共交通に求められる役割も大きくなる一方で、東京都の人口も 2025 年をピー

クに減少が見込まれている1なか、新型コロナ危機を契機とした移動需要の減少、ライフス

タイルの変化などの要因により、これまで同様に公共交通サービスを維持していくことに

大きな懸念が生じている。 

このような背景の下、東京の地域公共交通が目指すべき姿やその実現に向けた支援策の

方向性等を検討するため、令和２年 10月に「東京都における地域公共交通の在り方検討会」

を設置し、検討を重ねてきた。 

 

このたび「東京における地域公共交通の基本方針」（以下、基本方針という。）中間まとめ

をとりまとめたので、本中間まとめに対する皆様からの御意見・御提案を募集する。皆様か

ら頂いた御意見・御提案は、本年度中を目途に予定している基本方針策定の参考とさせてい

ただく。 

 

なお、本基本方針は、別途定める、「自動運転社会を見据えた都市づくりのあり方」、「東

京都自転車活用推進計画」、「総合的な駐車対策のあり方」とも整合するものである。 

 

  

                                                      

1 「未来の東京」戦略ビジョン（令和元年 12 月）に示された、政策企画局計画部の予測による 
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1-2. 上位計画の整理 

地域公共交通に関する国や都の既往のビジョン・計画等の上位計画について整理を行う。 

 

都は、既往のビジョン・計画等で、地域公共交通を以下のように位置付けている。 

 

・都市づくりのグランドデザイン（H29.9） 

2040 年代を目標時期として、目指すべき東京の都市の姿とその実現に向けた都市づく

りの基本的な方針等を示す。 

＜地域公共交通関連の位置づけ＞ 

身近な地域で誰もが活動しやすく快適に暮らせる「集約型の地域構造」への再編を目指

すとともに、地域の拠点や生活の中心地へのアクセスとなるフィーダー交通の充実をパ

イロットプロジェクトの１つに位置付け 

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）（R3.3） 

2040 年代を目標時期とする、広域的見地からの都市計画の基本的方針 

新型コロナ危機を踏まえた未来の東京（都市づくりの目標と戦略等）を構想し、サステ

ナブル・リカバリーな都市づくりを推進 

＜地域公共交通関連の位置づけ＞ 

鉄道ネットワークを最大限生かすともに、バスやタクシー、デマンド交通、自転車など

の多様な交通モードと先端技術、MaaS2等の交通サービスを組み合わせ、駅等を中心とし

た誰もが移動しやすい交通環境の充実を図る 

・「未来の東京」戦略（R3.3） 

４つの「基本戦略」の下に「目指す 2040 年代の姿」を描き、その実現に向けた「2030

年に向けた戦略」と、戦略を推進する「推進プロジェクト」を示す。 

＜地域公共交通関連の位置づけ＞ 

高齢者をはじめ誰もが移動しやすい利便性の高い都市の実現に向け、以下の複数の「推進

プロジェクト」において、地域公共交通の充実を位置付けている。 

• 移動困難者の生活サポートプロジェクト 

• 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 

• 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 

• 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 

• 公共交通ネットワークの更なる充実 等  

                                                      

2 地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移

動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス 
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国は、法や計画等で地域公共交通に関して以下のように位置付けている。 

 

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（R2.6 改正） 

地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資するよう地域公共交通の活性化及

び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を推進し、もって個性豊かで活

力に満ちた地域社会の実現に寄与 

＜法改正の概要＞ 

原則として全ての地方公共団体において地域交通に関するマスタープランとなる計画

（地域公共交通計画）を策定した上で、交通事業者をはじめとする地域の関係者と協議し

ながら公共交通の改善や移動手段の確保に取り組む仕組みを拡充 

 

・第２次交通政策基本計画（R3.5） 

交通政策基本法に基づく、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための、

交通に関する施策に関する令和７年度までの基本的な計画 

＜地域公共交通関連の位置づけ＞ 

誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に不可欠な交通の維持・確保に向け、以下を

掲げている。 

・地域が自らデザインする、持続可能で、多様かつ質の高いモビリティの実現 

・まちづくりと連携した地域構造のコンパクト・プラス・ネットワーク化の推進 

・交通インフラ等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化の推進 
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1-3. 基本方針の位置づけ 

作成の趣旨や上位計画を踏まえ、地域の特性に即した移動手段の充実と地域公共交通ネ

ットワークの形成を促進し、高齢者や障害者をはじめ、誰もが移動しやすい利便性の高い都

市の実現と、人・モノ・情報の自由自在な移動と交流により、あらゆる人が活躍できる「挑

戦の場」を創出する都市交通環境の実現に資する取組の方針として、基本方針を策定する。

基本方針の中で、地域特性に即した地域公共交通の目指すべき姿とその実現に向けた支援

策の方向性について明らかにしていく。 

 

 基本方針の目標年次 

本基本方針は、「『未来の東京』戦略」、「都市計画区域マスタープラン」や「都市づくりの

グランドデザイン」と整合を図り 2040 年代を目標年次とし、地域公共交通の目指すべき姿

を示す。あわせて、その実現に向けて進めていくこの先５年程度の取組についても基本方針

の中で示していく。 
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 基本方針の対象範囲 

後述する東京の公共交通の特徴を踏まえ、本基本方針で取り扱う地域公共交通の範囲を

以下のとおり設定する。 

① 鉄道駅へのアクセスを担う端末の公共交通 

② 鉄道やバス等、多様なモードの結節点 

③ 交通需要マネジメント施策（鉄道・バス等の乗換等利便性向上、移動手段転換や利用

時間・移動経路の変更等の行動変容促進施策） 

④ シェアリング事業を行う、超小型モビリティ3、（自転車等の）パーソナルモビリティ 

⑤ 交通不便地域等の移動手段 

⑥ 走行空間の確保・充実に向けたソフト施策 

⑦ 上記に関連する都市政策等 

 

今後は、地域が自ら地域の交通をデザインするという観点が一層重要となる。このことか

ら、本基本方針を踏まえ、地域の交通ネットワークは区市町村が中心となって、広域的なネ

ットワークは都と区市町村が連携して、交通事業者を含む関係者と議論しながら、地域にと

って望ましい姿を共有し、それに基づく取組を進めていく。  

                                                      

3 自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の手軽な移動の足となる１人～２人乗り

程度の車両 
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第２章：東京の地域公共交通に関する現状・課題 

2-1. 東京の公共交通の特徴 

東京は、人口や都市機能が集積する区部のほか、ニュータウンなどを擁する郊外部、中山

間・島しょ地域など、多様な側面を有しており、それぞれの地域特性に応じたサービスが、

多数の交通事業者により展開されている。 

 

乗合を行う中量～大量輸送機関について、東京は世界でも類を見ない稠密な鉄道ネット

ワークを有しており、鉄道駅を中心としたまちづくり、いわゆる公共交通指向型開発（TOD）

が展開されている。人口集中地区では、駅間や駅と主要な都市施設を結ぶように民間・都営

のバス路線網が発達している。その網から外れる公共交通空白地域においては、区市町村が

運営に関与するコミュニティ交通を、過疎地域では市町村が負担金を支出し路線バス等を

運行している。 

従来とは異なる新しい移動手段についても、近年のシェアリングエコノミーの台頭とと

もに導入が進んでいる。区部では自転車シェアリングが充実し、市部にも広がりを見せつつ

ある。また、ラストワンマイル移動を支える移動手段としてグリーンスローモビリティ4、

電動キックボードや定額制のタクシーサービスが生まれている。 

都民の生活行動に着目すると、インターネット使用率は 88.4％5と 47 都道府県中で１位、

生産年齢人口比率も 65.8％6と全国１位であり、新しいサービスに対する受容性が高いこと

が予想される。 

  

                                                      

4 時速 20km 未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービスで、その車両も含めた

総称 
5 総務省「通信利用動向調査」：都道府県別インターネット利用率及び機器別の利用（個人）（2019 年） 

6 総務省統計局：人口推計（2019 年（令和元年）10 月 1 日現在） 
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こうした充実したサービスもあり、他の都市圏と比較して、東京都の公共交通分担率は高

い水準となっている。 

 

 

 

 

一方、駅やバス停から一定の距離を越えた公共交通空白地域については、西多摩を中心

に多摩地域では一部地域に存在し、区部にも局所的に点在している。 

 

 

 

交通手段別分担率（東京都と全国の比較） 

資料：平成 27 年度全国都市交通特性調査、 

平成 30 年第６回東京都市圏パーソントリップ調査を基に東京都作成 

公共交通空白地域 

出典：都市づくりのグランドデザイン 

この図における公共交通空白地域は 500m メッシュ人口が 1 人以上のうち、 

鉄道駅 800m、バス停 300m の圏域外となるエリア 
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鉄道駅やバス停の圏域内であっても、起伏により公共交通へのアクセスに課題を抱える

地域も見られる。 

 

 

 

 

誰もが移動しやすい利便性の高い都市の実現に向けては、公共交通空白地域の観点に加

え、起伏も考慮した交通不便地域への対応も必要である。 

 

  

新宿区

文京区 台東区 墨田区中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区
千代田区

中央区

港区

江東区

世田谷区

渋谷区

品川区

目黒区

大田区

西多摩郡

西多摩郡

西多摩郡

西多摩郡

西東京市

武蔵野市

三鷹市

調布市

狛江市

府中市

町田市

小金井市

小平市

東村山市
東久留米市

稲城市

清瀬市

八王子市

立川市

青梅市

昭島市

日野市

国分寺市

国立市

福生市

東大和市武蔵村山市

多摩市

羽村市

あきる野市

瑞穂町

日の出町

檜原村

奥多摩町

平均傾斜角度２％以上

【凡例】

都内の起伏状況 

資料：国土数値情報を基に東京都作成 
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2-2. 東京の地域公共交通の課題 

 東京全体に共通する課題 

＜短期的な課題＞ 

東京においても、都市化の進展、人口減少時代の到来、社会経済情勢の変化などの状況を

受け、地域公共交通に関する課題が顕在化しつつあり、これらに早急に対応していくことが

必要である。 

 

• 運転免許返納に対する不安の解消 

交通安全意識の醸成に伴い運転免許返納も進む一方、免許返納後の移動手段確保の不

安から運転免許の返納をためらう層も存在している。 

 

• 交通不便地域への対応 

高低差の大きい丘陵地の住宅団地など、高齢者等がラストワンマイル移動に課題を抱

える交通不便地域も存在しており、短距離のきめ細やかな移動サービスの充実が求めら

れている。 

 

• 行政界を越える移動需要への対応 

東京は市街地が広く連坦しており、鉄道ネットワークを軸として都民の生活圏は行政

界を越えて形成されており、利用者目線で行政界を感じさせない移動サービスの維持・充

実が求められている。 

 

• 交通サービスの担い手不足への対応 

自動車運転の職業の人手不足は深刻な状況となっている。 

 

• 財政負担の増加への対応 

コミュニティ交通の路線網は拡大傾向にある一方、その運営のための財政負担は年々

増加している。 

 

• 新型コロナウイルス対策の長期化への対応 

新型コロナウイルスの影響による、移動需要の低迷を受け、交通事業者は減便・減車や

路線の再編成等の運行の効率化等の動きが見られる。一方、安心な利用につながるよう混

雑情報の提供やキャッシュレス決済の導入に取り組む交通事業者が増えている。 
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＜中・長期的な課題＞ 

人口減少、少子高齢社会の進行や、新型コロナ危機を契機とした新しい日常の定着など、

今後の社会経済情勢の変化に合わせて、現在の潜在的な課題についても今後顕在化してい

く可能性があり、これらを未然に防止する取組や状況の変化への対応を進めていくことが

必要である。 

• 公共交通機関の利用者の減少への対応 

人口動態の変化による公共交通利用者数の減少、e コマース（電子商取引）やリモート

ワークの定着などライフスタイル変化に合わせ、時代に適した輸送サービスの提供や集

約型の地域構造への再編が必要となる。 

 

• 移動需要の回復・喚起、新しい日常への対応 

新しい日常が浸透し、身近な地域での生活サービス充実により、まちのにぎわいや健康

増進など都民の行動変容につながる可能性がある。 

 

• 環境改善に資する施策の推進 

世界的に脱炭素の取組が進められており、東京都においても世界の CO2 排出量実質ゼ

ロに貢献する「ゼロエミッション東京」の実現に向けて取組を進めている。国においても

2050 年までにカーボンニュートラル7を目指すことを宣言している。 

 

• データ等を活用したサービスの適正化・質向上への対応 

近年、交通サービスの質の向上を目指す MaaS の推進など、交通分野においても DX8

が進められている。データに基づく、移動需要の把握、交通網再編により公共交通の維持・

利便性向上につながる可能性がある。 

 

• 都市の競争力を高めるイノベーション創出 

自動運転技術の導入が公共交通を中心に進められつつある。また、超小型モビリティの

シェアリング事業なども実験的な取組が進められている。こうした公共交通分野におけ

るイノベーションにより都市の魅力・利便性を高めることは、東京の求心力向上につなが

る可能性がある。 

 

• 公共交通を地域が自ら守り育てる意識の醸成 

公共交通の確保・維持・改善・充実に向けて、先進的な地域では住民や地域自らの取組

や、企業と連携した取組が進められつつある。  

                                                      

7 温室効果ガスの排出を全体として（排出量から吸収量と除去量を差し引いた合計を）ゼロにすること 

8 ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるという概念 
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 各地域に特徴的に見られる課題 

都内の様々な地域特性に応じた地域公共交通の将来像を描くため、都市づくりのグラン

ドデザインにて設定した４つの地域区分に沿って、各地域に特徴的に見られる課題を整理

する。 

 

 

 

＜中枢広域拠点域＞ 

おおむね環状 7 号線内側の中枢広域拠点域では、高密な道路・交通ネットワークを生か

して、国際的なビジネス交流機能や業務・商業などの複合機能を有する中核的な拠点形成の

取組が進められている。 

高い人口密度や都市機能の集積を背景に、公共交通のカバー圏率は鉄道で８割以上と高

く、公共交通（鉄道、バス）を代表交通手段とする移動が約６割を占めている。 

【短期的な課題】 

・多数の交通事業者、多様なサービスが適切な役割分担を果たせるよう、地域の各種移動

サービスを包含するマスタープランが必要 

・需要集中による混雑への対応など、サービスの質向上が必要 

・コミュニティ交通について、住民の生活圏を考慮し隣接区との連携を進めるなど、利便

性の向上が必要 
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【中・長期的な課題】 

・持続的なサービス提供が可能となるよう、適切なサービス水準の設定などによるコミュ

ニティ交通の事業性改善が必要 

・ラストワンマイルの移動を支える、自転車シェアリング等のポート不足改善が必要 

・サービスの質向上に向けて、MaaS 推進に係る交通データの取り扱いや、交通結節機能

向上などで多数の関係者との調整が必要 

・インバウンド需要に対応した分かりやすく使いやすい移動手段の充実が必要 

 

＜新都市生活創造域＞ 

おおむね環状７号線から、西側はＪＲ武蔵野線まで、東側は都県境までの新都市生活創造

域では、駅を中心に都市機能を集約した拠点の形成や、快適な住環境の再生・創出の取組が

進められている。 

中枢広域拠点域への通勤・通学需要を支える公共交通ネットワークの形成に加え、それを

補完するように自転車を利用した移動が行われている。 

【短期的な課題】 

・車両サイズや運営方法など、適切なサービス提供手法の検討などにより、コミュニティ

交通の運行費・財政負担の軽減策が必要 

・幹線としての輸送を行う路線では公共交通の走行環境の改善が、生活道路においては細

街路が多いという特性に適した移動手段の導入が必要 

・需要集中による混雑への対応など、サービスの質向上が必要 

【中・長期的な課題】 

・持続的なサービス提供が可能となるよう、コミュニティ交通利用促進が必要 

・中小事業者が地域密着のサービスを提供していることに鑑み、キャッシュレス決済導入

等に係る事業者負担軽減が必要 

・交通サービスを考慮した適正な土地利用の誘導、身近な交通結節機能の向上など、まち

づくり施策と公共交通施策の連動による、公共交通利用者の維持・増加が必要 
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＜多摩広域拠点域＞ 

おおむねＪＲ武蔵野線から圏央道までの多摩広域拠点域では、道路・交通ネットワークの

結節点において業務・商業機能が集積した拠点の形成や、リニア中央新幹線や圏央道などの

インフラを活用する、他の広域拠点や都市圏との交流の活発化に向けた取組が進められて

いる。 

高低差が大きい地域も見られることから、端末交通手段としてのバスの利用も多い。域内

で完結するトリップの割合も高く、身近な地域での生活を送る人が多い。 

【短期的な課題】 

・学校や企業が所有している送迎車両などの地域の輸送資源を有効活用していくことが

必要 

・モビリティ・マネジメントなどにより、路線バスの利用者確保が必要 

・地形状況や高齢者等の身体特性に応じた、公共交通不便地域の移動手段確保が必要 

【中・長期的な課題】 

・交通サービスの持続可能性を高める取組が必要 

・交通サービスを考慮した適正な土地利用の誘導、身近な交通結節機能の向上など、まち

づくり施策と公共交通施策の連動による居住者・公共交通利用者の維持・増加が必要 

 

＜自然環境共生域＞ 

おおむね圏央道の外側及び島しょ部の区域では、人々をひき付ける豊かな自然環境や地

域資源をベースとし、二地域居住、サテライトオフィスや観光などといった多様な機能が共

存するまちづくりの取組が進められている。 

人口密度が低く、また、自家用車の利用率も高いため、小規模で散発的な需要に対応する、

デマンド交通導入などの取組が見られる地域もある。 

【短期的な課題】 

・地形状況や高齢者等の身体特性に応じた、公共交通不便地域の移動手段確保が必要 

・生活の足となる公共交通の確保が必要 

・居住者と来街者それぞれの交通需要の把握と、宿泊施設の送迎車両など、地域の輸送資

源の有効活用が必要 

【中・長期的な課題】 

・身近な交通結節機能の向上と合わせて、レジャー客も取り込むなど、持続可能な移動手

段の確保策が必要 
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第３章：目指すべき地域公共交通の理念と将来像 

3-1. 目指すべき地域公共交通の理念 

公共交通の確保・維持・改善・充実を通じて東京の魅力を更に発展させていくためには、

課題に対して速やかに対応していくことに加えて、将来の姿を描き可能性を引き出してい

くバックキャスティングの視点での取組の双方が必要である。 

長期的な視点を持って地域公共交通政策を進めていくために、都市づくりのグランドデ

ザインで描いた目指すべき新しい都市像や社会経済の大きな変化、東京が果たすべき役割

などを踏まえ、これからも東京が公共交通の利便性が高い都市であり続けるために、都民・

都内企業・交通事業者・行政など、幅広い関係者が、共有すべき地域公共交通の理念を示す。 

 

（地域公共交通の理念） 

多様な主体の参画と、まちづくりとの連携により、 

地球環境と調和し、様々なニーズにきめ細かく対応できる、 

持続可能な地域公共交通サービスを実現 

 

本格的な少子高齢・人口減少や新しい日常の浸透等、社会経済情勢が大きく変化する中、

その時代にふさわしい移動手段を実装するとともに、集約型の地域構造への再編を進める

必要がある。加えて、新しい価値を創造し続ける場として人々から選択される、個人の嗜好

に合う豊かな生活が享受できる都市・東京の形成に向けて、ライフスタイルに応じた多様な

活動を支える高質な移動環境を確保することも重要である。 

その際、安全で誰もが使いやすく、地球環境との調和がとれた持続可能な移動手段を実装

し、「ゼロエミッション東京」を実現することが不可欠である。 

このため、不必要な交通需要の回避（AVOID）、自家用車から公共交通への利用転換

（SHIFT）によりエネルギー消費総量を減らすとともに、それでも削減できない部分は、輸

送エネルギー消費効率の改善（IMPROVE）により対処する、統合的交通政策の導入を図る。 

また、ポストコロナ社会においても、シェアリングサービスの提供や自動運転技術等の導

入により活発な移動の促進や、データを活用した交通政策・計画の立案など、交通分野にお

ける最先端技術の活用について、東京がトップランナーの地位を確立し、我が国の取組を牽

引する。 

これらにより、多様な主体の参画のもと地域自らのデザインにより民間の輸送資源等の

リソースをフル活用し、様々なニーズにきめ細かく対応できる、持続可能な地域公共交通サ

ービスを実現する。 
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◆脱炭素社会の実現に向けた交通分野の取組について 

東京都は、2050 年 CO２排出実質ゼロに貢献する「ゼロエミッション東京」の実現を目

指している。この実現には、2030 年までの行動が極めて重要であることから、2021 年 1

月に、2030 年までに温室効果ガス排出量を 2000 年比で 50％削減する「カーボンハーフ」

を表明し、行動を加速させている。 

国においても、脱炭素社会の実現に向け、2050 年までにカーボンニュートラルを目指す

ことを宣言し、2021 年 4 月には、2030 年度に温室効果ガスを 2013 年度比 46％削減する

ことを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦し続けることを表明している。 

この目標の実現に向けては、都内 CO２排出量の約２割を占める運輸分野においても脱炭

素の取組を進めていくことが重要である。 

運輸部門における脱炭素の推進について、ドイツ国際開発公社等において、AVOID、

SHIFT、IMPROVE（A-S-I フレームワーク）が、施策の体系として提唱されている。 

 

A-S-I フレームワークの考え方は、AVOID、SHIFT でエネルギー消費総量を削減しなが

ら、それでも削減できない部分については IMPROVE で対応していくことで脱炭素を進め

ていくものである。 

  

•エネルギー需要／CO２排出削減戦略

•身近な地域の生活機能充実により移動距離を短くするなど、

不必要な交通需要自体を回避し、CO２排出削減に寄与する戦

略

•コンパクト・プラス・ネットワーク政策や在宅勤務等が該当

AVOID

•省エネルギー／脱炭素排出システムへの転換戦略

•環境負荷の低い移動手段の利用により、CO２排出削減に寄与

する戦略

•シームレスな公共交通システムの実現により公共交通の利便

性を充実させ、自家用車から利用転換させることなどが該当

SHIFT

•効率エネルギーへの改善戦略

•必要な移動サービスの提供を脱炭素により行い、CO２排出削

減に寄与する戦略

•電気自動車や燃料電池自動車等の車両の技術改善や、バイオ

エネルギーなどの代替エネルギー利用促進等が該当

IMPROVE
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3-2. 目指すべき将来像 

目指すべき地域公共交通の理念に沿って、それぞれの地域の強みや特色を踏まえ、地域ご

とに目指すべき将来像を示す。この将来像は、都が目指すゼロエミッション東京、集約型の

地域づくり、自動運転社会を見据えた都市づくりなど、交通政策のみならず、都市、環境政

策も含む多様な政策分野の取組を連携して進めることで実現を目指していく。 

 主に中枢広域拠点域のイメージ 

 

・地下鉄駅等の交通結節点においては、高密な鉄道・バスネットワークを補完する充実した

コミュニティ交通、シェアモビリティサービスや、サイバー空間とフィジカル空間共に進

める交通結節機能の向上により、大量輸送と個人に寄り添うサービスとが両立している。 

・カーブサイド9も活用した、ラストワンマイル移動手段の充実やアクティビティの場の創

出にも支えられ、人が集うにぎわいの場が開かれている。 

・ビジネスパーソン、インバウンド等の来街者、住民など様々な人の活動を、便利で安全で

快適なユニバーサルデザインの移動手段が支えている。  

                                                      

9 路肩側の車道空間のこと 
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 主に新都市生活創造域のイメージ 

 

・身近な中心地となる、主要なバス停と端末交通との結節点において、地域のインフラスト

ックに適した輸送モードの導入等によりきめ細やかな移動サービスが充実するとともに

安全で快適な歩行者空間が生まれ、生活利便性が向上している。 

・交通結節点には多様なモビリティが集まり移動の選択肢が広がるとともに、平時・発災時

問わず、まちや交通の情報が集まる場として機能している。 

・域内の多数の居住者の、通勤・通学移動、身近な公園・自然地や商業施設への移動手段が、

利用者目線で検討がなされ、行政界を感じることなく快適・便利に移動できるようになっ

ている。 
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 主に多摩広域拠点域のイメージ 

 

・団地広場等の身近な中心地にシェアオフィスや交通結節機能等が付加され、コミュニティ

形成の場としても機能している。 

・多様な主体の協力のもとグリーンスローモビリティ等を用いて運営される移動サービス

が、高低差を抱える地域でも気軽な外出を支えている。 

・身近な地域内の移動や、リニア、モノレール等と生活の場との移動が充実し、多様な世代

が快適に暮らしている。 
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 主に自然環境共生域のイメージ 

（西多摩地域） 

 

・大規模小売店舗等の生活の中心地を交通結節点とする使い勝手の良い公共交通が、高齢者

等の気軽な外出を支えるなど、自家用車への過度な依存をせずとも、快適に暮らすことの

できる移動環境が整備されている。 

・公共交通を利用しやすい地域への居住誘導や、輸送資源の総動員、新モビリティ等の活用

による移動・輸送サービスが、身近な地域での暮らしを支えている。 

・地域住民に加え、レジャー客の移動需要も取り込み、持続可能な公共交通が運営されて

いる。 
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（島しょ地域） 

 

・生活施設が立地し島の玄関口でもある港を交通結節点とし、他の行政分野と地域公共交通

政策との連携強化により、使い勝手の良い公共交通が確保され、まちの活力が維持されて

いる。 

・公共交通を利用しやすい地域への居住誘導や、輸送資源の総動員、新モビリティ等の活用

による移動・輸送サービスが、身近な地域での暮らしを支えている。 

・地域住民に加え、レジャー客の移動需要も取り込み、持続可能な公共交通が運営されてい

る。 

  



22 

 

第４章：将来像の実現に向けた取組の方向性 

4-1. 理念と将来像に基づく取組の視点 

公共交通は移動手段としての役割だけではなく、あらゆる都市活動の基盤となり、都市の

活力の源泉ともなるものである。公共交通が他の分野にも波及効果をもたらすものである

ということを踏まえ、各地域に共通する以下の３つの取組の視点を関係者で共有し、具体の

交通政策の実施につなげていく。 

 

 視点１：都民生活の質を向上し、都市活動を活発化する地域公共交通 

・少子高齢・人口減少の進行のほか、ポストコロナ社会の移動需要の回復や、新しい日常の

定着による移動需要の変化や発生を見据えた、公共交通の確保・維持・改善・充実 

・地域自らがデザインする地域公共交通の実現 

・自動運転技術や交通分野における DX 等の最新技術や、電動キックボード等の新しい移

動手段の積極活用 

・交通事業者以外の関係する企業も含めた多様な主体の参画 

・公共交通の維持・充実に向けた新たな仕組みの確立・浸透 

・交通サービスの担い手の安定的な確保 

 

 視点２：持続可能な社会の実現に資する、人と環境に優しい地域公共交通 

・公共交通への利用転換や ZEV10の導入により環境負荷を低減し、ゼロエミッション東京を

実現 

・健康まちづくりの実現にも寄与する、気軽な外出を促す、ラストワンマイル等の移動手段

の選択肢を充実 

・利用者目線でバリアフリー設備や情報提供、接遇が充実し、ハード・ソフト一体的に誰も

が利用しやすい公共交通を実現 

・歩行者や自転車のほか、多様なモビリティが安全に走行できる空間の確保 

・移動に不安を感じることなく、安心して運転免許が返納できる社会の実現  

                                                      

10 走行時に CO2等の排出ガスを出さない電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池車のこ

と（プラグインハイブリッド車は電気自動車モードによる走行時） 
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 視点３：地域のまちづくりに寄与する地域公共交通 

・公共交通により暮らしやすく持続可能な集約型地域構造への再編の加速 

・都民の生活圏に基づき、行政界を意識しないシームレスな移動の実現 

・身近な中心地でもある、駅などの交通結節機能の充実 

・多様な他分野との連携等による移動需要の創造 

・住民や企業の地域公共交通に対する愛着の醸成 

 

 

4-2. 取組テーマ 

３つの「取組の視点」に基づき、2040 年代の将来像に向けて、各地域を貫く６つの「取

組テーマ」を設定し、関係者とともに進めていく。 
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4-3. 取組テーマ別の方向性 

 ①まちづくりと交通政策の一体的な推進 

少子高齢、人口減少の更なる進行に加え、新型コロナ危機を契機とした新しい日常の定着

といった社会経済情勢が大きく揺れ動く中でも、公共交通によりあらゆる人に輸送サービ

スを提供しつづけるためには、交通・都市の両面から政策を進めることが必要である。 

 

〇 集約型の地域構造への再編と地域公共交通政策との連携を目指し、区市町村の地域公

共交通計画や立地適正化計画の策定の促進策について検討を進めていく。（都全域。特に

新都市生活創造域、多摩広域拠点域、自然環境共生域） 

 

〇 インバウンドや身近な地域内の移動など、様々な移動需要の取り込みや創出により、活

発な都市活動を実現するなど、公共交通事業の持続可能性の向上に向けた取組促進策に

ついて検討を進めていく。（都全域） 

 

〇 交通需要量の変化を捉え、地域公共交通計画の策定等を通じた関係者との協議のうえ、

必要に応じ、路線バス等の運行ルートやダイヤの柔軟な見直しを進めていく。（都全域） 

 

〇 高齢者や丘陵地等の住民の気軽な外出を支えることを目指し、自宅から身近な交通結

節点への移動や、身近な中心地へのラストワンマイル移動の充実を促進していく。（都全

域。特に多摩広域拠点域、自然環境共生域） 

 

〇 公共交通が生み出す価値（交通以外の他分野へも波及するクロスセクター効果など）の

算出方法について研究を進め、それに基づき、公共交通の運行に関する費用負担の在り方

や役割分担について検討を進めていく。（都全域） 

 

〇 環境負荷低減の観点からも「かしこい選択」を促すことにも資する、交通データの利活

用による政策決定や、モビリティ・マネジメントを実施していく。（都全域） 

 

〇 公共交通政策の実施にあたっては、交通事業者と行政、住民との連携が重要であるこ

とに鑑み、活性化再生法や道路運送法等の制度も活用しながら、関係者の連携体制を構

築していく。（都全域） 
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〇 独立採算で公共交通事業が実施可能な地域では、交通事業者に対するインセンティブ

が働く仕組みについて研究を進め、公共交通への投資を呼び込んでいく。（特に中枢広域

拠点域、新都市生活創造域） 

 

 ②区市町村間連携 

市街地が広域に連坦し多数の交通事業者がサービスを提供する都内で、利用者のニーズ

に合った利便性の高い交通サービスを提供していくためには、区市町村間の連携を強化し、

利用者目線の観点から広域的な取組を行うことが必要である。 

 

〇 幹線系統の中でも確保・維持に課題を抱えるものや、生活交通の中でも都と複数区市町

村で共同して実施していくことに意義があるものについて、都と関係区市町村で連携し

て取組を進めていく。（都全域。特に多摩広域拠点域、自然環境共生域） 

 

〇 都民の生活圏単位での地域公共交通の取組実施に向け、計画策定や新たな移動手段の

導入などを通じた誘導策を構築するとともに、都としても区市町村間の調整を先導して

いく。（都全域） 

 

〇 都と区市町村との間に設置している「行政連絡会」を継続的に開催し、都と区市町村と

の連携を強化するとともに、区市町村間連携の好事例となるモデル事例をつくり横展開

する取組を進めていく。（都全域） 

 

〇 各主体が実施する交通調査の結果を関係者間で共有し、交通調査の効率化と関係者間

の連携強化に資する仕組みづくりを進めていく。（都全域） 

 

〇 自転車等のシェアリングについて、利便性向上と更なる普及に向けた施策や、安全な利

用を実現する運用方策を検討していく。（特に中枢広域拠点域、新都市生活創造域） 
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 ③地域住民や企業の参画 

多様化する地域課題の解決に向けては、住民や企業といった地域の関係者の主体的な参

画を促し、地域公共交通の利用はもとより、企画、運営などを含めて、地域自らでデザイン

していく機運を高めていくことが必要である。 

 

〇 地域公共交通の確保・維持・改善・充実に向け、エリアマネジメントの取組との連携を

始めとする、住民や企業の参画を促す新たな事業スキームの在り方を検討していく。（都

全域） 

 

〇 地域住民等が主体となって、区市町村と共同して行う地域公共交通充実の取組につい

て促進策を検討していく。（都全域） 

 

〇 地域の交通課題の解決に向けて、自家用有償旅客運送など、地域の多様な輸送資源の活

用や総動員を行う取組について促進策を検討していく。（特に多摩広域拠点域、自然環境

共生域） 

 

〇 地域の公共交通の担い手の一員として、住民も含む関係者が持続的に役割を果たして

いく仕組みについて検討を進めていく。（都全域） 

 

〇 交通サービスの担い手確保の取組を進めるとともに、安全を確保した上で、住民による

ボランティアドライバーなどの多様な主体が活躍できる環境の実現に向けた取組を進め

ていく。（都全域） 

 

〇 地域住民や企業との協働の好事例の情報を、都と区市町村との間に設置している「行政

連絡会」の場などを通じて広く都内区市町村に共有していく。（都全域） 

 

〇 地域のシンボルとなる外観や、利用者ニーズに沿った機能といったデザインの工夫な

ど、地域公共交通に対して愛着を抱き、利用意識を醸成する取組について検討していく。

（都全域） 
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 ④交通需要マネジメント・結節機能向上 

移動の質的向上に加え、企業等の BCP11強化や感染症対策の観点からも交通需要マネジ

メントの実施により、都民の快適で安全な移動を実現していくことが必要である。また、移

動需要とサービスの供給を適切にマッチングさせることで、公共交通の持続可能性を高め

ていくことも重要である。これらの取組と並行して、身近な中心地ともなる交通結節点の機

能を高め、新しい日常に対応していくことも求められている。 

 

〇 働き方の多様化など社会や生活の変化にも対応し、地域公共交通の快適な利用、輸送効

率改善や公共交通への利用転換など、地域公共交通の効果的な利用を目的とした、交通需

要マネジメントの進め方について交通事業者等と共に検討していく。（都全域） 

 

〇 人口動態の変化等を踏まえ、利用者ニーズに合わせた路線再編や、利用時間帯の変更働

きかけによる輸送効率の改善など、地域公共交通サービスの持続可能性を高める取組を、

交通事業者と共に検討していく。（特に多摩広域拠点域、自然環境共生域） 

 

〇 公共交通の利用促進につながる情報提供等により、望ましい方向への住民の自発的な

行動変容を促す、モビリティ・マネジメントの取組を進めていく。（都全域） 

 

〇 交通結節機能の向上を図るため、駅等の利便性向上はもとより、インフラ整備と併せて

一体的で総合的なまちづくりを展開していく。（特に中枢広域拠点域、新都市生活創造域） 

 

〇 大規模小売店舗等、身近な中心地の交通結節機能向上に取り組む区市町村への取組促

進策を検討していく。（特に多摩広域拠点域、自然環境共生域） 

 

〇 シェアリング事業を行う自転車や超小型モビリティの、交通結節点周辺等への適正な

ポート設置促進策を検討していく。（特に中枢広域拠点域、新都市生活創造域） 

 

〇 ICT を活用した乗換案内や周辺情報の提供など、様々なソフト対策により乗換の負担

を減らし、多様な交通モードを利用しやすい環境を充実していく。（都全域） 

 

  

                                                      

11 災害時に特定された重要業務が中断しないこと、また万一事業活動が中断した場合に目標復旧時間内

に重要な機能を再開させ、業務中断に伴う顧客取引の競合他社への流出、マーケットシェアの低下、企業

評価の低下などから企業を守るための経営戦略 
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 ⑤MaaS 普及・データ利活用 

多数の交通事業者が集中する東京においては、情報技術も最大限活用し利用者利便を向

上させるとともに、交通データに基づく都市・交通政策を推進していくことが必要である。 

 

〇 交通と他分野のサービスとの連携を行う MaaS 等の社会実装に向け、関係者間でデー

タを共有する仕組みを検討していく。（都全域） 

 

〇 路線バスやコミュニティ交通等の効率的な運行や利用者利便の向上に資する、乗降デ

ータ取得・GTFS データ12作成を促進していく。（都全域） 

 

〇 交通に関するデータを蓄積し、地域の課題解決や利用者利便の向上に資する政策・計画

立案に活用する方策を実施していく。（都全域） 

 

〇 地域公共交通に関する課題、地域別の取組、データを可視化し、都民や都内企業とも共

有していくことで、地域公共交通に関する関心を高める取組を実施していく。（都全域） 

 

〇 移動手段のオープンデータ整備促進に加え、区市町村のデータ利活用の促進策を検討

していく。（都全域） 

 

  

                                                      

12 標準的なバス情報フォーマット。バス事業者と経路検索等の情報利用者との情報受け渡しのための共

通フォーマットで、共通の作成規則（仕様）に従った複数の CSV ファイルで構成 
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 ⑥新技術導入促進 

自動運転技術等の新技術や新しいモビリティを都として積極的に導入し、東京の都市活

力を向上していくと同時に、我が国の交通分野でのイノベーションをけん引していくこと

が必要である 

 

〇 自動運転技術の導入に向け、走行空間やカーブサイドの在り方について検討を進め、道

路交通の安全性と都市活力とを高める走行環境の整備を実施していく。（都全域） 

 

〇 自動運転技術等を活用した新しいサービスの実装について取り組む地区を選定し、取

組地区への導入を促進していく。（都全域） 

 

〇 「スマート東京」先行実施エリアや、多摩のイノベーション創出拠点において、新技術

の都市実装を重点的に推進していく。（特に、中枢広域拠点域、多摩広域拠点域） 

 

〇 ZEV などの環境性能が高い車両や、ユニバーサルデザインに対応した車両の普及を一

層推進していく。（都全域） 

 

〇 グリーンスローモビリティや電動キックボード等の新しい移動手段については、実証

実験などを通して、取組の熟度、機運などが高まり、導入効果が期待されると評価された

段階で、具体的な運用方策などについて検討していく。（都全域。特に中枢広域拠点域、

多摩広域拠点域） 

 

〇 地域公共交通に関する区市町村の要望を取りまとめ、道路管理者・交通管理者や国に、 

地域の状況に応じた規制の適正化などの要求・提案を実施していく。（都全域） 
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4-4. 将来像の実現に向けた各主体の役割 

これまで、地域公共交通は主に交通事業者の経営努力に支えられ発展してきたが、今後は、

地域に精通する区市町村の主体性、交通事業者の創意工夫の下、地域の状況に鑑み多様な主

体の参画を促し、地域公共交通の魅力や利便性を高める取組を進めることが必要となって

くる。 

 

前述した方向性に沿って取組を進めていくため、各主体がそれぞれの役割を果たした上

で、共に交通政策を推進していく。 

 

 各主体の役割 

（国の役割） 

・法律等に基づく全国的な視点からの政策立案 

・交通事業者の指導・監督 

・地域公共交通の確保・維持・改善のための支援   など 

 

（都の役割） 

・誰もが移動しやすい利便性の高い都市の実現に向け、都内の区市町村や交通事業者等に

将来のビジョンや取組の方向性を示すとともに、地域公共交通の立ち上げ、確保・維持、

改善・充実の促進策を構築 

・複数の区市町村に関係する交通課題の解決に向け、情報共有・連携を図るとともに、広

域的な視点から総合調整を実施 

・行政界をまたぎ、拠点同士を結ぶ広域的に重要な路線である、幹線系統の確保・維持に

資する取組の推進 

・公共交通政策とまちづくり政策等とを一体的に推進   など 

 

（区市町村の役割） 

・地域住民の移動ニーズを把握し、地域の交通課題の解決に向け、主体的な役割を発揮 

・区市町村が中心となって、交通事業者や住民など地域の関係者と協議し地域公共交通計

画を策定。住民や地域企業などの参画を促すとともに、都や隣接区市町村と連携し地域

にふさわしい移動手段を構築 

・交通結節機能の強化や、生活交通、ラストワンマイル移動の確保・維持・改善・充実に

資する取組の推進 

・公共交通政策をまちづくり政策等と一体的に推進   など 
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（交通事業者の役割） 

・安定的な移動の提供をはじめ、適切な輸送事業の遂行により都民の移動手段を確保 

・行政と連携し、戦略的な都市づくりのパートナー機能を発揮 

・交通結節機能の強化やデータ連携等、交通事業者間の連携に努めサービスの質を向上 

など 

 

（都民、都内企業の役割） 

・「地域の交通事業の担い手の一人」との意識のもと、積極的な公共交通利用、交通政策へ

協力、行政や交通事業者等と連携・タイアップした取組を推進   など 

 

 

上記の各主体の役割を踏まえ、都は、地域の交通課題の解決に向け、区市町村の取組意欲

を引き出し、主体的な取組を効果的に後押しする仕組みを構築していく。また、東京の特徴

を踏まえた好事例を意欲ある区市町村と共に創造し、他の地域へも展開していく。更に、行

政界を越えた取組や、組織を越えた連携、各区市町村に共通する取組などを進めることで、

区市町村の取組をリードしていく。 

なお、取組に際して、社会経済情勢の変化や技術の進展を捉え、都は関係者と共に施策を

随時アップデートしていく。 
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第５章：今後５年間の取組 

5-1. 「重点取組期間」の設定 

2040 年代の目指す将来像の実現に向けて、社会経済状況が大きく変化し新しい日常に対

応した取組が必要になる今こそ、将来につながる具体的な取組を進めていくことが重要で

ある。新型コロナ危機を契機として、様々な変化が前倒しで到来していることを踏まえ、ま

ずは都内各地で地域自らが交通をデザインする意識を定着させる期間として、今後５年間

を「重点取組期間」と定め、都と区市町村等で連携して以下の取組を進める。 

 

・地域公共交通の状況に関する認識や危機意識を共有する 

・一部の自治体や交通事業者だけでなく、広く皆で取り組む 

・先進的な取組を増やし、成果を形にしていく 
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本基本方針に基づき、関係者の適切な役割分担の下、情報共有・連携、地域公共交通計画

の策定など、具体の取組を進める。なお、取組の内容については「アジャイル思考」で時代

や状況の変化に応じて弾力的に見直していく。 

おおむね５年後を目途に、「重点取組期間」の成果と課題を整理し、積極的に取組を進

める区市町村への更なる効果的な支援策の検討など、次のステージの取組を改めて検討す

る。 
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5-2. 「重点取組期間」で進める具体的な取組 

 ⑴. 広域調整に係る取組の推進 

第４章で示した役割に沿って、都は広域自治体として以下のことに取り組む。 

 

（行政界をまたぐ幹線系統に係る取組） 

〇 幹線系統（行政界をまたぎ、拠点同士を結ぶ広域的に重要な路線）の確保・維持に向け

て、都が主体となって、関係者と共に課題解決を図り、国や地元区市町村等と連携して支

援する。 

〇 都は、幹線系統のうち確保・維持に課題を抱えるものに関して、地元区市町村と調整の

上、地域公共計画策定について検討を進める。 

〇 都として、政策的に確保・維持すべき幹線系統の検討を行う（5-4. にて後述）。 

（関連取組テーマ：①まちづくりと交通政策の一体的な推進、 

③地域住民や企業の参画） 

（自治体間や交通事業者との情報共有・連携） 

〇 都と区市町村との間に設置している「行政連絡会」を引き続き活用し、先進的な取組に

ついて区市町村と情報共有を図るとともに、東京全体で地域公共交通政策への取組機運

を醸成する。 

〇 既存の連絡組織、活性化再生法の法定協議会、道路運送法の地域公共交通会議や地域協

議会制度等を活用するとともに、新たに情報交換の場を設置するなど、交通事業者と行政

との連携についても強化する。 

〇 都は、都内の地域公共交通に関する現状、課題、将来像や取組などの情報を集約し、web

サイトにより情報提供・公開を行い、都民や都内企業の意識醸成を図る。 

（関連取組テーマ：②区市町村間連携、③地域住民や企業の参画） 

（データ整備に係る取組） 

〇 都の補助の要件として、コミュニティ交通の運行データのオープン化、利用実績データ

の取得・蓄積を、段階的に設定し、区市町村のデータ整備の取組を促す。 

〇 交通事業者との情報交換の場を設置し、路線バスの運行データなどの協調的データの

オープンデータ化や、利用実績データなどの競争的データの公益的な利用可能性につい

て意見交換を進める。 

〇 都として、交通データを活用した需要の平準化等の取組について検討を進める（5-4. に

て後述）。 

（関連取組テーマ：④交通需要マネジメント・結節機能向上、 

⑤MaaS 普及・データ利活用）  
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 ⑵. 区市町村や事業者の取組促進策の充実 

生活交通やラストワンマイル移動の確保・維持・改善・充実に向けて、意欲ある区市町村

を効果的に後押しするため、都は取組の促進策を充実する。また、公共交通の利用環境等の

改善を行う交通事業者の取組を促進する。 

 

（計画策定） 

〇 生活交通の確保・維持・改善・充実を目的とした区市町村の地域公共交通の策定を促進

し、ポストコロナの需要変化に対応した地域公共交通網の形成につなげる。 

（関連取組テーマ：①まちづくりと交通政策の一体的な推進、 

③地域住民や企業の参画） 

 

（地域ニーズに応じた移動手段の導入） 

〇 区市町村や地域住民等による地域特性に応じた幅広い交通モード・運営手法の導入の

取組を後押しし、既存の移動手段とも連携しながら更なる選択肢の充実につなげる。 

（関連取組テーマ：②区市町村間連携、③地域住民や企業の参画、⑥新技術導入促進） 

 

（環境対応車の導入） 

〇 交通事業者の ZEV バス等の導入を促進し、温室効果ガス排出量を削減することで、

ゼロエミッション東京の実現に寄与する。 

（関連取組テーマ：①まちづくりと交通政策の一体的な推進、⑥新技術導入促進） 

 

（交通結節点整備） 

〇 区市町村と交通事業者の連携した、駅空間の案内サインやバリアフリー設備整備の取

組を促進し、利用者本位の使いやすい交通結節点を整備する。 

（関連取組テーマ：①まちづくりと交通政策の一体的な推進、 

④交通需要マネジメント・結節機能向上） 

 

（データの取得とオープン化） 

〇 交通事業者の運行情報のオープン化を促進し、データに基づく政策・計画立案や

MaaS の普及する社会を早期実現することで、公共交通の利用促進と利便増進につなげ

る。 

（関連取組テーマ：④交通需要マネジメント・結節機能向上 

⑤MaaS 普及・データ利活用、⑥新技術導入促進）  
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（モビリティ・マネジメント実施） 

〇 都は、地域公共交通の利用促進の取組を推進するとともに、区市町村による同様の取

組について後押しし、都民の自発的な行動変容を誘導する。 

（関連取組テーマ：①まちづくりと交通政策の一体的な推進、 

③地域住民や企業の参画、⑤MaaS 普及・データ利活用） 

 

 

 ⑶. 区市町村や事業者との連携による地域特性に応じた取組（モデル事例） 

生活交通やラストワンマイル移動であっても、区市町村単独での対応が困難な課題に対

して、都も含めた関係者が知恵を持ち寄り、解決に向けて動き出し、その動きを伝播させて

いくことが重要である。 

そのため、都や区市町村等が前述した取組をそれぞれで進めるだけでなく、都と複数区市

町村で共同して実施することに意義がある検討課題として以下の８つを設定し、重点取組

期間中に順次進めることで、東京全体で地域公共交通政策を定着させる。 

 

（交通データも活用する公共交通の利用促進） 

交通事業者が保有する公共交通データも活用し、公共交通の利便性向上による利用者の

取り込みや新たな移動需要の創出などを進める。 

この目標に向け、都は、コミュニティ交通や路線バスのオープンデータ化、データ蓄積を

促進し、様々なモードや交通以外のサービスとの連携など、サービスの質向上につながるデ

ータのユースケースともなる取組の実施について検討する。 

 

（主要駅等の交通結節機能向上） 

複数の事業者の垣根を超えた、利用者本位の、利用しやすいターミナル駅整備を実現し、

交通結節機能を向上させる。 

また身近な中心地においても、地域公共交通計画や立地適正化計画の策定を通じて、まち

づくり、交通政策の両面から交通結節機能を向上させる。 

この目標に向け、都は、主要ターミナルでの乗換えルートの連続的・一体的なバリアフリ

ー化等、駅空間整備に向けた検討を促進するとともに、案内サインの連続性確保や表示内容

の統一等への技術的支援により取組を進める。 
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（地域運営バスの導入） 

行政が既存の交通事業者や、ボランティアドライバーとなり得る地域の住民・NPO 等の

様々な主体と連携する具体的な事業スキームを構築し、交通不便地域等の移動サービスの

確保・充実を実現する。 

この目標に向け、都は、地域主体の勉強会立上げを促すとともに、地域主体の継続的取組

の促進策を検討し、取組を後押しする。（5-3. ⑥とも連携） 

 

（広域連携バスの導入） 

行政と交通事業者を含む関係者で連携し、住民の生活圏に寄り添った生活交通・ラストワ

ンマイル移動の充実により、利用者視点の行政界を感じさせない地域公共交通ネットワー

クを構築する。 

この目標に向け、生活交通・ラストワンマイル移動について、関係者の勉強会の立上げに

より、地域の実情に即してコミュニティ交通のルート再編も含めた検討を行う。 

 

（需要に応じた輸送の工夫） 

人口動態の変化や新しい日常の定着による需要の変化を捉え、輸送モードの見直し、地域

企業と協調した運行など、公共交通ネットワークの再編を、地域公共交通計画策定等を通じ

て関係者とともに進め、持続可能な地域公共交通ネットワークを構築する。 

この目標に向け、都は、区市町村に対する地域公共交通計画策定を後押しするとともに、

交通に関するデータの蓄積・活用策、交通事業者の輸送サービスの確保に向けた創意工夫へ

のインセンティブ制度の検討を進める。（5-3. ⑤とも連携） 

 

（住民参加型の公共交通政策の実践） 

住民が、公共交通利用や需要平準化等の施策への協力を行うとともに、様々な関係者と共

に、地域公共交通の課題に対して向き合う土壌を形成することで、住民の意向等を反映した

地域公共交通を実現する。 

この目標に向け、都はモビリティ・マネジメントなどの意識醸成施策に取り組み、地域公

共交通計画策定への住民等の参加を促す。 

 

（地域の輸送資源の戦略的活用） 

交通事業者、宿泊事業者、行政、住民などの関係者が連携し、それぞれの輸送資源を持ち

寄り有機的に連携させるスキームを構築し、生活の足やレジャー客の移動を確保する。 

この目標に向け、都は、地元区市町村とともに地域の輸送資源を洗い出し、関係者間の連

携スキーム等を検討する取組の検討を進める。（5-3. ⑦とも連携） 
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（ラストワンマイル移動手段の導入） 

多様な主体の連携により、先端技術も活用しながら、自宅と身近な交通結節点等との短距

離のきめ細やかな移動を充実し、誰もが利用しやすい公共交通ネットワークを実現するこ

とで、運転免許を返納しても安心して暮らせる環境を形成する。 

この目標に向け、都は自動運転技術等の新しいサービスの実装について取り組む地区を

選定し、取組地区への導入を検討する。 

 

都は、これらの検討課題の中から、広域性、緊急性、展開可能性などを考慮し取組地域を

選定した上で、区市町村や事業者と共に、モデル事例として取り組む。これらのモデル事例

を実施していく中で得られた知見や、事業実施に必要な技術的支援策等については一般化

し、他地域へ展開していく際に応用していく。 
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5-3. 多様な主体との連携による地域公共交通を支える仕組みづくり 

5-2. で示した具体的な取組の推進と並行して、持続可能な地域公共交通ネットワークの

形成に向け、東京の特徴である旺盛な民間活力を活用する交通事業者以外の企業とも連携

した新たな事業スキームや、公共交通を関係者で協力して支える仕組みづくりに関係者と

ともに取り組み、地域住民・企業の参画を促す。 

以下の記載を参考に、それぞれの地域に合わせて、関係者とともに新たな仕組みの導入可

能性を検討する。 

実証実験などを通して、取組の熟度、機運などが高まり、効果が期待されると評価された

段階で、具体的な運用方策などについて検討する。 

 

①：エリアマネジメントの仕組みを応用した関係者連携 

地域の価値向上を目的に資金等を供出し、輸送サービスを確保・維持・改善・充実に向けて

行う活動について、複数のエリアマネジメント団体同士の連携や、鉄道沿線等を軸とした広

域的な連携を促進する、エリアマネジメントの仕組みの応用可能性を検討 

 

②：イノベーション創出環境の構築 

都市の中で活用可能な公共空間等での小さな試行的取組を促し、交通分野でのイノベーシ

ョンを創出する仕組みの導入可能性を検討 

 

③：他事業とも連携した交通まちづくりの展開 

都市開発等の機会も捉えた公共交通走行環境の整備誘導や、地域貢献として公共交通利用

を促す仕組みの導入可能性を検討 

 

④：生活サービス連携 

生活サービスを提供する企業が、その販路を生かし交通事業も展開する取組について、大規

模団地や人口密度の高い公共交通不便地域において、既存交通事業者との棲み分けや協調

の総合調整を後押しする仕組みの導入可能性を検討 

 

⑤：地域企業等と連携した輸送サービス充実 

運行事業者や行政が沿線商業施設や地域の住民などから協賛金を集め、輸送サービスを充

実する取組について、各主体のマッチング方策の仕組みの導入可能性を検討 
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⑥：住民主体の輸送スキーム構築 

自家用有償旅客運送制度等も活用し、住民、自治会、NPO などが自身で利用者の視点に立

って企画・運営する取組を後押しし、交通不便地域等において、地域の主体的な輸送スキー

ム構築を促進する仕組みの導入可能性を検討 

 

⑦：地域の輸送資源を総動員した輸送サービスの構築 

既存の様々な輸送サービスと連携しながら、地域企業や住民が運営する移動サービス等を

組合せ、地域全体の輸送を検討していく取組について、事業組合設立等を通じて関係者の協

議を後押しする仕組みの導入可能性を検討 
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5-4. 将来像の実現に向けた更なる検討 

地域の公共交通は、都民の日常生活及び社会生活の確保、活発な地域間交流を実現する機

能を有し、都民生活の安定向上及び地域経済の健全な発展を図るために欠くことができな

いものである。新型コロナ危機を契機とした新しい日常への対応のほか、今後、東京でます

ます進行する高齢社会への対応や、免許返納に対する不安解消の面からも、当面の機能の確

保に加え、将来にわたって、その機能が発揮されることが重要である。 

地域の公共交通機関の存在は、外出機会の増大による健康増進など様々な副次的な効果

をもたらし、自治体経営の面でも長い目でプラスの効果が期待される。今後は、以下の視点

で地域公共交通の確保・維持・改善・充実の取組を進めるべきである。 

 

・地域間ネットワークに必要な幹線系統の確保・維持 

・将来にわたり必要な幹線系統・生活交通の選定と維持 

・ラストワンマイルの移動手段の充実 等 

 

公共交通の運営については、営利事業として成り立つことを基本とするものの、一方で、

長期的な公共交通の利用者の減少、それに伴う交通事業者の経営の悪化、新型コロナの経験

を踏まえた人の動きの変化などにより、今後、地域によっては、これまで同様に全ての路線

を維持することは困難な状況になることが想定される。 

そのため、関係者が一体となって移動需要の創出や集約型地域構造への再編による利用

者確保の取組を進め、事業者がエリア全体や事業全体として成り立つよう努めた上で、それ

でも維持することが困難な路線については、時代や地域に適した移動サービスとなるよう

見直しを図ることや、将来にわたり必要な路線を見極め長期的な視点で対策を講じること

が必要である。 

また、交通に関する技術の進展や、地域公共交通を取巻く社会経済の状況が目まぐるしく

変化する中においても、この変化に対応し、更なる施策を引き続き検討し続けることも必要

である。 

そのため、5-2. 及び 5-3. で示した取組実施と併せて、次ページ以降に示す項目について

調査・検討し、地域公共交通が将来にわたり持続可能となるよう、都としての考え方を整理

する。 

 

これらの検討と併せて、地域交通に関する国の支援制度について、都市近郊や島しょ部の

路線維持など、大都市圏や離島地域の課題にも対応して更に活用できるよう、制度の改善を

国に働き掛けていく。 

また、公共交通の価値や重要性について、世論の理解形成も重要である。我が国におい

ても、費用負担や財源の在り方など、国民的な議論にしていくことも求められる。  
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 将来にわたる地域公共交通の維持・充実に向けた検討 

地域公共交通の、都市活動を支える公的なサービスとしての機能に鑑み、サービスの質の

維持・向上を図りながら持続可能性を確保するため、行政として確保すべき・目指すべきサ

ービス水準や公共交通分担率の考え方、公共交通の維持・充実に向けた新たな仕組みの構築

に向け検討を行う。 

 

【検討が必要な事項】 

 都内における公共交通ネットワークの評価 

 都内全体を見通して、沿線都市施設、利用状況等も踏まえ、公共交通ネットワーク

を評価 

 都として政策的に重視する路線の抽出 

 広域性、公益性、収支採算性、代替可能性、政策目的等の観点から、都として政策

的に重視する路線を整理 

 支える仕組みに関する検討 

 路線の性質、地域の特性に応じ、公共交通分担率を高く維持するために行政として

確保すべきサービス水準を整理 

 民間活力の活用による移動需要創造も含め、関係者が連携して公共交通を支える

新たな仕組みを整理 

など 

 

 データ戦略の構築に向けた検討 

持続可能な公共交通の実現に向けては、利用者のニーズを把握し、それに対応する移動サ

ービスの効率的な提供や、交通以外のサービスとの組合せによる移動需要の創造が必要で

ある。それに向けて、政策検討・推進・効果検証の基盤ともなる交通データについて、デー

タ整備・共有のルールを検討する。 

 

【検討が必要な事項】 

 データ整備の促進、共有の仕組みの検討 

 交通データの流通環境整備に向け、交通事業者との意見交換の実施、データ保有者

へのサウンディング調査等により、データ整備の課題整理・データ共有の仕組みを

検討 

 交通需要予測等に資する行政保有データのオープン化の可能性について検討  
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 データの利活用方策の整理 

 取得したデータを基にした、都市・交通の政策・計画立案、政策効果のモニタリ

ングへの利活用策、シビックテック等多様な主体が活躍できる環境整備に向けた

方策を整理 

など 

 

 需要の平準化や利用者の行動変容促進に有効な方策の検討 

快適な利用実現、輸送効率改善や公共交通への利用転換など、需要者・交通事業者・行政

が一体となって進めることが重要な地域公共交通の効果的な利用につながる取組について、

並行して検討を進めている、快適通勤の実現を目的とした鉄道のピーク需要分散に資する

取組とも連携し、検討を行う。 

 

【検討が必要な事項】 

 効率的な輸送の実現やサービスの質の向上に向けた課題整理 

 需要者と供給者で一体的に取り組むべき、需要平準化や利用者確保などの施策に

ついて、路線バス等の利用実態を踏まえて、地域特性に応じて整理 

 交通需要マネジメントを支える仕組みの検討 

 運賃制度の在り方、適切な利益配分の実現など、事業者間の調整や連携を支える仕

組みについて検討 

など 

 


